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１１１１．．．．計画概要計画概要計画概要計画概要                                                                                                                            

(1)(1)(1)(1)計画策定計画策定計画策定計画策定のののの目的目的目的目的                       

 

 平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災では、市内で１２,８００余棟の家屋が全半

壊し、死者、重軽傷者２,３００余名を数える被害を受けました。地震発生の直後に亡く

なられた人（約５,５００ 人）の約９割は、住宅・建築物の倒壊によって命を奪われた

ものであることが明らかになっており、住宅・建築物の耐震化が重要であると認識され

ました。 

 また、近年各地で大地震が頻発しており、さらに東南海・南海地震などの発生が指摘

されるなど、大地震がいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がっ

ています。 

 このような中、住宅・建築物の耐震化については、「建築物の耐震改修の促進に関す

る法律」が平成１８年１月２６日に改正施行され、都道府県はもとより市町村において

も、耐震改修促進計画の策定が求められています。 

 これを受け、宝塚市としては、市民の生命・財産を守るために住宅及び建築物の耐震

化率の目標を定めるとともに、耐震診断及び耐震改修を促進するための施策を示した

「宝塚市耐震改修促進計画」を策定します。 

【参考】国の基本方針（平成１８年１月２５ 日付け国土交通省告示第１８４ 号）概要 

      住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率について、現状の約７５％を、 

         平成２７年までに少なくとも９０%にすることを目標とする。 

       兵庫県耐震改修促進計画 

       住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化の目標を次のとおりとする。 

     ・住宅の耐震化率は現況の７８%を平成２７年度までに９７%とする。 

・ 多数の者が利用する建築物の耐震化率は現況の７８%を平成２７年度までに９２%

とする。 
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(2)(2)(2)(2)計画計画計画計画のののの位置付位置付位置付位置付けけけけ                             

 

 本計画は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（H７年法律第１２３号。いわゆる

耐震改修促進法、以下「法」という）第５条第７項に基づき策定します。 

 また、本計画は宝塚市における住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するため

の計画として位置付けられるもので、｢兵庫県耐震改修促進計画｣及び「宝塚市地域防災

計画」、｢宝塚すまい・まちづくり基本計画 住宅マスタープラン｣との整合を図り、具

体的な施策化は｢宝塚市実施計画｣に定め推進していくものとします。 

 

(3)(3)(3)(3)計画期間計画期間計画期間計画期間                             

 

 本計画の計画期間は、平成２０年度から平成２７年度までの８年間とします。 

なお、社会情勢の変化や事業の進捗状況等を勘案し、計画期間の中間にあたる平成２３

年度に進捗状況を振り返り、必要に応じて後期計画の見直しを行います。 

 

 平成２０年度   平成２３年度   平成２７年度 

 

        

 

 

               前期                    後期 

       平成２３年度に進捗状況を振り返り                            平成３２年度 

       計画の見直し 

 

 

(4)(4)(4)(4)対象区域対象区域対象区域対象区域・・・・対象建築物対象建築物対象建築物対象建築物                    

 

 ● 本計画の対象区域は宝塚市全域とします。 

  ● 対象建築物は、原則として建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）における 

新耐震基準（昭和５６年６月１日施行）前に建てられた建築物すべてとします。 

 

宝塚市耐震改修促進計画宝塚市耐震改修促進計画宝塚市耐震改修促進計画宝塚市耐震改修促進計画    
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２２２２．．．．想定想定想定想定されるされるされるされる地震地震地震地震のののの規模規模規模規模とととと被害被害被害被害のののの状況状況状況状況                                                

 宝塚市地域防災計画では、有馬―高槻構造線を震源とする内陸直下型地震を想定地震

とし、それによる想定建物被害量を示しています。 

 

 地震の規模等 有馬－高槻構造線を震源とする内陸直下型地震 Ｍ７.２ 

 時期及び時刻  冬（１２月、１月、２月）の夕方６時ごろ 

 

条件 

 風向・風速  北西 3.４m/秒程度 

 

被害状況 存在棟数 

（棟） 

全壊棟数 

（棟） 

全壊率 

（%） 

半壊棟数 

（棟） 

半壊率 

（%） 

木造建物 ３５,７６４  １０,２５８  ２８．７ ４,９７３ １３．９ 

非木造建物 １１,６５６  １,４３６  １２．３ １,１８４ １０．２ 

合計 ４７,４２０  １１,６９４  ２４．７ ６,１５７ １３．０ 

 

※ 施設数のデータはおおむね平成６年度末の数量を基礎資料としています。 

 

 

【参考】阪神・淡路大震災での被害状況（※注１） 

被害状況 存在棟数 全壊棟数 全壊率（％） 半壊棟数 半壊率（％） 

全建築物 ５０，６３８ ３，５５３ ７．０ ９，２９６ １８．４ 

  

※注 1 存在棟数は、平成７年家屋評価マスターによる。全壊・半壊棟数は、被災証明書数です。 

 

３３３３．．．．建築物建築物建築物建築物のののの耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの実施実施実施実施にににに関関関関するするするする現況現況現況現況とととと目標目標目標目標                        

 

１ 新耐震基準建築物 

  昭和５６年６月１日より建築基準法に基づく耐震基準が改正されており、これ以降に着工した建築物

等は、ごくまれに発生する大地震に対しても倒壊の恐れは少ないとされている。 

２ 旧耐震基準建築物 

  昭和５６年５月以前に着工した建築物等でも、国土交通省告示に基づく耐震診断基準で倒壊の恐れが

少ないと診断されるものは新耐震基準建築物と同程度の耐震性を有すると考えられる 



 ５

 

(1)(1)(1)(1)住宅住宅住宅住宅のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの現況現況現況現況とととと目標目標目標目標                                                                     

  

住宅耐震化住宅耐震化住宅耐震化住宅耐震化のののの現況現況現況現況（（（（HHHH１５１５１５１５年時点年時点年時点年時点））））とととと目標目標目標目標（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年年年年）））） 

① 現在、市内の住宅全般については、７７％（下表参照）が耐震性を満たしている 

と見込まれます。 

 

   平成１５年住宅・土地統計調査をもとに戸単位で推計しています。 

   

 

② 住宅耐震化住宅耐震化住宅耐震化住宅耐震化のののの目標設定方針目標設定方針目標設定方針目標設定方針 

      兵庫県耐震改修促進計画の目標を勘案して設定します。 

  

③③③③  住宅耐震化住宅耐震化住宅耐震化住宅耐震化のののの目標目標目標目標（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年度末年度末年度末年度末）））） 

 ・兵庫県目標兵庫県目標兵庫県目標兵庫県目標をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、耐震化率耐震化率耐震化率耐震化率をををを９７９７９７９７％％％％とすることをとすることをとすることをとすることを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。 

・ 住宅の耐震化の必要性に関する啓発・相談、助成事業周知による耐震改修の 

誘導等により、住宅の耐震化率９７％を目指します。 

 

 住宅耐震化目標の取りまとめ 

 

  現況（Ｈ１５）                 目標（Ｈ２７） 

 

 

  

 

 

 

 

 

  耐震化必要戸数 ①－②＝１６，１１０（建替えや滅失による自然減を含みます。） 

  ※ 住宅総数の増加は、兵庫県推計による。 

 

 

 

区分 戸数 

 住宅総数 ８７,１２０ 

耐震性有 ８４,５１０ 

（耐震化率） ９７.０% 

 

耐震性無 ②  ２,６１０ 

区分 戸数 

 住宅総数 ８２,７７０ 

耐震性有 ６４,０５０ 

（耐震率） ７７.４% 

 

耐震性無 ① １８,７２０ 
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 (2)(2)(2)(2)民間特定建築物民間特定建築物民間特定建築物民間特定建築物（（（（多数多数多数多数のののの者者者者がががが利用利用利用利用するするするする建築物建築物建築物建築物））））のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの現況現況現況現況とととと目標目標目標目標 

 

  特定建築物（｢多数の者が利用する建築物｣のうち下記の規模以上のもの） 

法第６条第１項第１号に定める用途で、階数３以上かつ延べ面積１,０００㎡以上 

  （幼稚園・保育所は階数２かつ５００㎡以上）の建築物 

   ｢多数の者が利用する建築物｣（建築物用途の例） 

  ・学校  ・体育館  ・病院  ・劇場  ・観覧場  ・集会場  ・展示場 

  ・百貨店  ・事務所  ・老人ホーム  ・運動施設  ・診療所  ・映画館 

  ・公会堂  ・物品販売業を営む店舗  ・ホテル  ・賃貸住宅（共同住宅） 

  ・老人短期入所施設、保育所  ・老人福祉センター  ・遊技場  ・公衆浴場    

・工場  ・複合施設等           国の基本方針による      

                                                                 

 ①①①① 民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化のののの現況現況現況現況（（（（HHHH１９１９１９１９年度時点年度時点年度時点年度時点）））） 

   耐震改修促進法第６条第１項第１号に基づく、民間の特定建築物(多数の者が    

利用する建築物)については、７６％（下表参照）が耐震性を満たしています。 

   平成１９年時点の定期報告、確認済み証交付、防火対象物使用開始届けデータをもとに本市が独自

に集計しています。（当初は旧耐震建築物中の耐震性有り建築物は０としてスタートします。） 

 

 ②②②② 民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化のののの目標設定方針目標設定方針目標設定方針目標設定方針  

      国の基本方針及び兵庫県耐震改修促進計画を勘案して目標を設定します。 

  ③③③③ 民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化民間特定建築物耐震化のののの目標目標目標目標（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年度末年度末年度末年度末）））） 

  ・兵庫県目標兵庫県目標兵庫県目標兵庫県目標をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、耐震率耐震率耐震率耐震率をををを９０９０９０９０％％％％とすることをとすることをとすることをとすることを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。 

            

民間特定建築物耐震化目標等とりまとめ 

 

            

    

    

    

    

耐震化必要建築物（棟）①－②＝４２棟（建替えによる自然減を含みます） 

※民間建築物の平成２７年の建築物総数は、国の推計に準じて、平成１８年時点の総数の１．１１ 

になるものとした。  

区分 棟数 

 建築物総数  ３７３ 

耐震性有   ３３６ 

（耐震化率） ９０．１% 

 

耐震性無 ②  ３７ 

区分 棟数 

 建築物総数 ３３６ 

耐震性有 ２５７ 

（耐震率） ７６．５％ 

 

耐震性無 ①   ７９ 

 



 ７

 ( ( ( (３３３３))))市有建築物市有建築物市有建築物市有建築物のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの現況現況現況現況とととと目標目標目標目標                                                     

 

市有建築物で、本計画の対象とするのは庁舎・消防署等防災拠点と、避難所になる  

学校などのほか、耐震改修促進法に規定する特定建築物及び市営住宅などとします。 

①①①① 市有建築物市有建築物市有建築物市有建築物のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの現況現況現況現況（（（（HHHH１９１９１９１９年度末時点年度末時点年度末時点年度末時点）））） 

【参考】      （単位：棟） 

  

旧耐震基準 

耐震診断済 

  

対象 新耐震

基準 耐震

性有 

要精密

診断 

耐震

性無 

未診断 

耐震率 

（％） 

① 庁舎・消防署等 10 8       ２ 80.0 

② 病院 2 2         100.0 

③ 学校園 227 101 2   3 121 45.4 

④ 学校園以外の避難所 34 ８       2６ 23.5 

⑤ 特定建築物等（①～④を除く） 71 47       24 66.2 

⑥ 市営住宅 87 31 54 2     97.7 

合    計 431 197 56 2 3 173 58.7 

 

① 庁舎・消防署等・・・・・・・全棟 

② 病院・・・・・・・・・・・・階数３以上かつ延べ面積１，０００㎡以上（※注 1） 

③ 学校園・・・・・・・・・・・階数２以上または延べ面積２００㎡以上（※注２） 

④ 地域防災計画に定める学校園以外の避難所      

⑤ 特定建築物等・・・・・・・・多数の者が利用する建築物 

⑥ 市営住宅・・・・・・・・・・全棟      

※ 注 1：耐震改修促進法による特定建築物  

※ 注２：文部科学省の通知による建築物 
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②②②② 市有建築物市有建築物市有建築物市有建築物のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの目標目標目標目標（（（（平成平成平成平成２７２７２７２７年度末年度末年度末年度末）））） 

 ・市有建築物市有建築物市有建築物市有建築物のののの耐震化率耐震化率耐震化率耐震化率をををを９６９６９６９６％％％％とすることをとすることをとすることをとすることを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。  

      対象公共建築物の耐震化は、今後の耐震診断の結果をもとに、緊急性と重要度、 

財政状況を勘案して、順次耐震化を進めます。 

 

（4）多数の者が利用する建築物の耐震化の目標            

 基本的な考え方としては、多数の者が利用する建築物のうち市有建築物については、 

耐震化率９６％を確保することとし、民間建築物については、耐震化率９０％を確保 

することを目指します。 

・多数多数多数多数のののの者者者者がががが利用利用利用利用するするするする建築物建築物建築物建築物のののの耐震化率耐震化率耐震化率耐震化率をををを９３９３９３９３％％％％とすることをとすることをとすることをとすることを目指目指目指目指しますしますしますします。。。。 

 【参考】                           （単位：棟） 

 

※ 民間建築物の平成２７年の建築物総数は、国の推計に準じて、平成１８年時点の総数の１．１１倍に 

 なるものとした。 

 

   現      況   平 成 ２７ 年 
 

建築物総数 耐 震 率

（％） 

建築物総数 耐震化率 

（％） 

 全 体    ７６７ ６６．５     ８０４ ９３．２ 

市 ４３１ ５８．７ ４３１ ９５．８ 
 

民 ３３６ ７６．５ ３７３ ９０．１ 

学校・特定建築

物 
５７７ ５９．３ ６０３ ９２．７ 

市 ３４４ ４４．８ ３４４ ９４．８ 
 

民 ２３３ ７４．７ ２５９ ９０．０ 

賃貸住宅 １９０ ８８．４ ２０１ ９４．５ 

市      ８７ ９７．７ ８７ １００．０ 

 

 

民 １０３ ８０．６ １１４ ９０．４ 



 ９

４４４４．．．．建築物建築物建築物建築物のののの耐震診断及耐震診断及耐震診断及耐震診断及びびびび耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの促進促進促進促進をををを図図図図るためのるためのるためのるための施策施策施策施策                            

 

(1)(1)(1)(1)    基本的基本的基本的基本的なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ方針方針方針方針                                                                         

    

 建築物の耐震化は、それぞれの所有者等が地震防災対策を自らの問題として取り組む

ことが不可欠であり、耐震診断、耐震改修は、原則として建物所有者自らの責任で行う

ものとします。 

 市は、市民の生命、財産を守るため、建物所有者が主体的に耐震化の取り組みができ

るよう必要な施策を講じるとともに、市有建築物の耐震化を促進します。 

 

 

 

(2)(2)(2)(2)    建築物建築物建築物建築物のののの耐震診断及耐震診断及耐震診断及耐震診断及びびびび耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修のののの促進促進促進促進をををを図図図図るためのるためのるためのるための支援策支援策支援策支援策         

  

 

①①①①    簡易耐震診断簡易耐震診断簡易耐震診断簡易耐震診断のののの推進推進推進推進 

   住宅の簡易耐震診断推進事業により耐震診断を推進します。 

       ○市が簡易耐震診断員を派遣 

     ○木造戸建住宅の場合の住宅所有者負担は３,０００ 円 

    ・簡易耐震診断の実施（市事業） 

    ・簡易耐震診断報告書の作成 

②②②②    わがわがわがわが家家家家のののの耐震改修促進事業耐震改修促進事業耐震改修促進事業耐震改修促進事業のののの推進推進推進推進 

      県は、耐震診断の結果、耐震性能が不足すると判定された住宅について、耐震改

修計画策定費や耐震改修工事費への補助を行い、既存民間住宅の耐震化を促進して

います。このことについて、市民に周知するとともに、取り次ぎ事務を遂行します。 

    ○耐震改修計画の作成、耐震改修に要する費用の一部を県が補助 

    ○木造戸建住宅の場合 

    ・耐震計画策定費の２／３ （上限２０ 万円） 

    ・耐震改修工事費の１／４ （上限６０ 万円）                                                     
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③③③③    住宅耐震改修支援事業住宅耐震改修支援事業住宅耐震改修支援事業住宅耐震改修支援事業 

      金融機関から融資を受けて住宅の耐震改修工事を実施する場合に、県の利子補給

制度が実施されていることについて、市民周知を図ります。 

   要件 ア： 昭和５６年５月以前に建築された住宅であること 

      イ： わが家の耐震改修促進事業の改修工事費補助を受けていること       

ウ： 住宅改修の適正化に関する条例による登録を受けた事業者が実施する工事であること 

④④④④    住環境整備事業住環境整備事業住環境整備事業住環境整備事業のののの推進推進推進推進 

     防災再開発促進地区である高松・末成地区において、住宅市街地総合整備事業を

活用して、道路・公園などの公共施設の整備、老朽住宅の除却等を行い、居住環境

の改善と災害時の安全性の確保及び住宅の耐震化を図ります。 

また、同事業の中で、老朽化した小規模木造住宅が連担するところで、共同建て

替え事業を進めます。 

 

((((３３３３))))    安心安心安心安心してしてしてして耐震改修耐震改修耐震改修耐震改修をををを行行行行うことができるようにするためのうことができるようにするためのうことができるようにするためのうことができるようにするための環境整備環境整備環境整備環境整備 

 

①①①①    耐震診断員耐震診断員耐震診断員耐震診断員のののの養成養成養成養成・・・・活用活用活用活用 

   県では、住宅の簡易耐震診断推進事業を実施する簡易耐震診断員を養成しており、

その活用を推進します。 

     【参考】簡易耐震診断講習会概要    計画：約６００名（約４００名養成済み） 

        主催：財団法人兵庫県住宅建築総合センター 

        対象者：兵庫県在住で、県内の建築士事務所に所属するもの 

            建築士資格取得後５年以上の実務経験を有するもの 

②②②②    相談体制相談体制相談体制相談体制のののの拡充拡充拡充拡充・・・・周知周知周知周知 

   建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を希望する市民の相談に対応するため、     

○ 住宅の簡易耐震診断の実施に関すること 

    ○ 市及び県の補助事業の実施に関すること 

  について市の建築指導課で相談や受付を行っています。また、建築関係団体と連携

して相談体制を拡充します。             
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③③③③    住宅改修業者登録制度住宅改修業者登録制度住宅改修業者登録制度住宅改修業者登録制度 

   県では、県民が耐震改修の実施にあたり、安心して業者を選択できる環境を整備

するため、技術主任者の設置などの一定の要件をみたす住宅改修業者を登録する制

度を実施しており、この制度の周知をはかります。 

 

 

(4)(4)(4)(4)    大地震時大地震時大地震時大地震時にににに備備備備えたえたえたえた建築物建築物建築物建築物にににに関関関関するするするする事前事前事前事前のののの予防策予防策予防策予防策                             

 

①①①①    被災建築物応急危険度判定体制被災建築物応急危険度判定体制被災建築物応急危険度判定体制被災建築物応急危険度判定体制のののの整備整備整備整備 

   大規模な地震が発生した際に、被災した建築物を調査し、その後に発生する余震

等による倒壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下、付属設備等の危険性を判定する専

門家を養成するなど、被災建築物応急危険度判定体制の整備を進めます。 

 

 

②②②②    兵庫県住宅再建共済制度兵庫県住宅再建共済制度兵庫県住宅再建共済制度兵庫県住宅再建共済制度のののの加入促進加入促進加入促進加入促進 

   阪神・淡路大震災の教訓を生かし、全国に先駆けて創設された「兵庫県住宅再建

共済制度」により、住宅の所有者同士が助け合いの精神に基づいて負担金を出し合

い、災害発生時に被災した住宅の再建・補修を支援しあう相互扶助の取り組みを推

進します。 

 

(5)(5)(5)(5)    優先的優先的優先的優先的にににに耐震化耐震化耐震化耐震化にににに着手着手着手着手すべきすべきすべきすべき建築物建築物建築物建築物                                                 

   

以下に定める建築物については、優先的に耐震化に着手すべき建築物とします。 

    

① 避難所として利用する建築物及び災害時に拠点となる学校、病院、及び高齢者

等社会的弱者が利用する福祉施設 
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② 地震発生時に通行を確保すべき道路沿道の建築物 

      耐震改修促進法に基づいて、｢地震発生時に通行を確保すべき道路（資料： 

１４～１５ページ参照）沿道の建築物で一定の高さ以上のもの｣については、

所有者がその建築物の耐震化に努めなければなりません。 

       

      緊急輸送路沿道建築物の状況詳細を把握し、当該建築物の所有者等に対し、指導・

助言による耐震化を促します。 

 

 

 

 

 

    

    

(1)(1)(1)(1)    相談体制相談体制相談体制相談体制のののの整備整備整備整備（（（（再掲再掲再掲再掲））））                                                                     

 

建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を希望する市民の相談に対応するため 

○住宅の簡易耐震診断の実施に関すること 

○市及び県の補助事業の実施に関すること 

について市の建築指導課で相談や受付を行っています。 

また、建築関係団体と連携して相談体制を拡充します。 

 

 

(2)(2)(2)(2)    啓発啓発啓発啓発・・・・普及活動普及活動普及活動普及活動のののの推進推進推進推進                                                                         

 

   市のホームページ等の活用やセミナー・講習会の機会を捉え、市民や事業者、 

関係団体等に対して耐震診断及び耐震改修に関する知識の普及、啓発に努めます。 

 

 

 

 

５５５５．．．．建築物建築物建築物建築物のののの地震地震地震地震にににに対対対対するするするする安全上安全上安全上安全上のののの向上向上向上向上にににに関関関関するするするする啓発及啓発及啓発及啓発及びびびび知識知識知識知識のののの

普及普及普及普及にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    
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(3)(3)(3)(3)    自治会自治会自治会自治会・・・・関係団体関係団体関係団体関係団体とのとのとのとの連携連携連携連携                                                                 

 

   住宅・建築物の耐震化は地域の防災活動の一環であることから、自治会等の自主

防災組織やＮＰＯ などとの連携、また、建築士会，建築設計事務所協会等の関係団

体とも連携し、住宅・建築物の耐震化について啓発活動を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    本計画を推進するため、市は、他の所管行政庁と連携し、｢特定行政庁連絡会議｣を

活用して、県内の多数の者が利用する建築物の耐震化促進に関する具体的な取り組み 

方針を協議し、その方針を踏まえて、市内の多数の者が利用する建築物に対する指導

等を実施することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６６６６．．．．建築基準法建築基準法建築基準法建築基準法によるによるによるによる勧告勧告勧告勧告またはまたはまたはまたは命令等命令等命令等命令等についてについてについてについて行政庁間行政庁間行政庁間行政庁間のののの連携連携連携連携    

                にににに関関関関するするするする事項事項事項事項        
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資  料 

別表１ 

【地震時に通行を確保すべき道路として指定する道路】 

地震時に通行を確保すべき道路として指定するする道路は、下表に示す道路（「宝塚市地域防災計

画に基づく指定緊急輸送路（第１順位及び第２順位）」、市道３６０６号線）及び宝塚市地域防災計画

において定められている避難経路とする。 

番

号 

路線名 区 間 管理者 

 

１ 

 

 

国道１７６号(バイパス)  

市内全区間 

 栄町３丁目（一後川）以西 

   〃          以東 

 

国 

県 

２ 県道生瀬門戸荘線 宝塚新大橋南詰～西宮市境（仁川北） 県 

３ 市道逆瀬川米谷線 小浜交差点～宝塚新大橋南詰 市 

４ 主要地方道尼崎宝塚線 市内全区間 県 

５ 主要地方道明石神戸宝塚線 国道１７６号（歌劇場前交差点）～西宮市境 県 

６ 県道西宮宝塚線 伊和志津神社前～西宮市境 県 

７ 市道逆瀬川米谷線 逆瀬川駅前～消防本部前 市 

８ 市道３６０７･３６３５号線 県道生瀬門戸荘線～県道米谷昆陽尼崎線 市 

９ 県道米谷昆陽尼崎線 中国道高架下～伊丹市境 県 

10 市道中山安倉線 市内全区間 市 

11 市道宝塚長尾線・１００３・2767 号線 市内全区間 市 

12 国道１７６号(旧)  宝塚歌劇場前交差点～川西市境（平井 6 丁目） 県 

13 主要地方道川西三田線 市内全区間 県 

14 主要地方道塩瀬宝塚線 玉瀬～下左曽利  惣川橋～切畑交差点 県 

15 市道１５０９号線外 切畑交差点～玉瀬（前田橋） 市 

16 市道山本大野線 市内全区間 市 

17 県道山本伊丹線 市道１１７８号線交差点～国道１７６号 県 

18 県道生瀬門戸荘線 阪急宝塚南口駅～宝来橋南詰 県 

19 県道宝塚停車場線 市内全区間 県 

20 市道川面宝塚線 市内全区間 県 

21 市道３３２５・３３９１号線 御殿山～主要地方道塩瀬宝塚線 市 

22 県道中野中筋線 市内全区間 県 

23 市道３２５９号線他 国道１７６号線～県道切畑多田院線～主要地方道生瀬宝塚線 市 

24 市道３６０６号線 伊和志津神社前交差点～小林４交差点 市 

 

 

 



 １５

 


